
会則第５条第２項に基づき、会員が「登録会員」として届け出ることができるのは、会員の取締役、監査役、執行役若しくはこれらに類す

る役職者又は従業員（あわせて、以下「従業員等」という。）に限る。したがって、会員の親会社、子会社その他の関係法人・団体の従業

員等であっても、当該親会社、子会社等が本会に入会しない限り、登録会員とし、又は本会活動に参加させることはできない。なお、会員

の労働者として会員に在籍したまま、子会社等を含み、他の会社・団体等に出向する者は会員の従業員等に含まれ、会員は、自らの登録会

員とし、又は本会活動に参加させることができる。

第1条(目的)

入会規則

この規則は、本会への入会並びに入会に際しての入会金及び会費に関する会則規定の適用について、取り決めることを目的とする。

第2条(医薬品企業)

会則第５条第１項にいう「医薬品企業」とは、医薬品の研究、開発、製造又は販売（以下「医薬品事業」という。）を、その事業とする日

本法に基づき設立された会社をいう。

第3条(医薬品関連企業)

会則第５条第１項にいう「医薬品関連企業」とは、次の各号の事業（以下「医薬品関連事業」という。）のいずれかを、その事業とする日

本法に基づき設立された会社をいう。

1. 医薬品の原体又は中間体の研究、開発、製造又は販売 

2. ＣＲＯ事業、ＳＭＯ事業その他の医薬品に関する業務の受託

3. 医薬部外品、化粧品、医療機器、再生医療等製品、保健機能食品（特定保健用食品、栄養機能食品）、試薬又は臨床検査薬の研究、開

発、製造又は販売

4. 臨床検査の受託

5. その他の医薬品関連企業

第4条(登録会員)

②会則第５条第２項にいう代表登録会員は、会員を代表し、本会活動を主導し、本会と会員の登録会員・他の従業員等間の連携等の責任者

としての職務を果たす。また、会員は、代表登録会員の勤務する事業所以外の事業所(代表登録会員の事業所と住所が異なる場合に限る。）

に勤務する登録会員(次項により登録会員とされた者を除く。)の中から1名を地区別連絡担当者として、当会に届け出ることができるものと

し、地区別連絡担当者は、代表登録会員を補佐し、本会と当該事業所の登録会員・他の従業員等間の連携等の担当者としての職務を果た

す。地区別連絡担当者の登録は、会則第５条第３項による登録とあわせ、原則として、毎年１回、前年度末に行う。

③第1項の定めにかかわらず、会員は、全額出資する子会社又は会員に対し全額出資する親会社から1社を選択し、その従業員等を、会則第

５条第３項による登録に際し、追加して、会員自らの登録会員として登録することができる。なお、当該子会社等は、本項により選択され

た場合であっても、会員の登録会員として登録しない限り、その従業員等を本会活動に参加させることはできない。

第5条(医薬品企業・医薬品関連企業の持株会社、親会社等の入会申請)

医薬品企業又は医薬品関連企業の議決権の過半数を所有することにより当該医薬品企業又は当該医薬品関連企業を支配することを主たる事

業とする日本法に基づき設立された会社が入会を希望した場合に、会則第５条第１項における「医薬品企業」又は「医薬品関連企業」とみ

なし、本会への入会申込資格を有するか否かについては、役員会における個別の認定・協議に従う。



③既に登録会員年会費を納入している登録会員が退会し、会員が、他の従業員等同数を追加して登録会員として届け出る場合は、当該登録

会員の登録年会費の納入を要しない。

第6条(会社以外の法人の入会申請)

医薬品事業又は医薬品関連事業を主たる事業とする日本法に基づき設立された、会社以外の法人が入会を希望した場合に、会則第５条第１

項における「医薬品企業」又は「医薬品関連企業」とみなし、本会への入会申込資格を有するか否かについては、役員会における個別の認

定・協議に従う。

第7条(役員会による入会審査の基準)

会則第６条に定める役員会の入会審査にあたっては、「医薬品企業」又は「医薬品関連企業」に該当するか否かを調査・判定するととも

に、会則第３条の目的に照らし、会員たるにふさわしい経営理念、行動原則及び事業内容を有し、適切な企業行動をとる企業であるか否

か、法務担当者等を有し、登録会員を本会活動に常に参加させ、本会活動に寄与しうるか否か等の合理的な基準により判定する。

第8条(入会金及び年会費の支払い)

入会を希望する企業は、会則第６条に基づき役員会により入会を承認された場合には、会則第７条の定めに従い、遅滞なく、入会金、基本

年会費及び登録会員年会費を納入するものとする。なお、基本年会費は、入会月により役員会で別に定める金額とし、登録会員年会費は、

入会月を問わず一律の金額とする。

②会員及び登録会員は、会長宛、所定の退会届を提出することにより、任意に退会することができる。ただし、年会費分納等により未納分

がある場合は、退会前に、すべてを納入しなければならない。

④退会した企業が再入会するに際しては、入会金を納入しなければならない。なお、退会後６ヵ以内の再入会の場合は、入会金を免除し、

１年以内の再入会の場合は、入会金を半額とする。

第9条(入会金及び年会費等の納入免除に関する特例)

本会への入会を希望する企業が次の各号のいずれかを充たす場合には、当該入会にあたり、以下に定める特例が適用される。

1. 会員がその事業・社内組織の全部又は一部を会社分割、営業譲渡等により、他の会社（以下「Ａ社」という。）に譲渡・移管し、役員会

においてＡ社の入会が承認された場合であって、当該会員が本会を直ちに退会するときは、Ａ社に会員としての地位を承継させることがで

きる。この場合、Ａ社は、入会金の納入を免除され、当該会員より退会するまでの間に本会へ既に納入されたＡ社入会年度基本年会費及び

登録会員年会費、並びに法務実務講座受講料等の一切の納入金は、Ａ社により本会へ納入されたものとみなす。

2. 会員に対し全額出資する親会社、会員が全額出資する子会社又は会員に対し全額出資する親会社が全額出資する会員以外の子会社のいず

れかの会社（以下「Ｂ社」という。）が本会への入会を希望し、役員会においてＢ社の入会が承認された場合は、Ｂ社は、入会金の納入を

免除される。なお、この場合において、当該会員が引き続き本会の会員にとどまり、且つ登録会員を減員させるときは、当該会員より本会

へ既に納入されたＢ社入会年度登録会員年会費のうち減員相当分を、Ｂ社の当該年度登録会員年会費の全部又は一部として本会へ納入され

たものとみなす。また、この場合において、当該会員がＢ社の入会と同時に本会を退会するときは、当該会員より退会するまでの間に本会

へ既に納入されたＢ社入会年度基本年会費及び登録会員年会費、並びに法務実務講座受講料等の一切の納入金は、Ｂ社により本会へ納入さ

れたものとみなす。

2022年3月15日改正



１．入会金 200,000円

２．基本年会費

入会月 年会費

4月 450,000円

5月 412,000円

6月 375,000円

7月 337,000円

8月 300,000円

9月 262,000円

10月 225,000円

11月 187,000円

12月 150,000円

1月 112,000円

2月 75,000円

3月 37,000円

２－１．2024年度基本年会費

入会月 年会費

4月 250,000円

5月 230,000円

6月 210,000円

7月 190,000円

8月 170,000円

9月 150,000円

10月 130,000円

11月 110,000円

12月 90,000円

1月 70,000円

2月 50,000円

3月 30,000円

入会月に関わらず3万円（1名あたり）です。

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）に限り、登録会員年会費は入会月に関わらず1万円（1名あたり）です。

入会初年度の入会金及び年会費

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）に限り、以下の基本年会費となります。

３．登録会員年会費　30,000円



年会費　450,000円

入会を申し込まれる場合は、事務局へ電話（03-3242-1456）又は電子メール（info@ihoken.or.jp）により一報いただき、所定の入会申込書

にご記入のうえ、会社案内（会社の業務内容が分かるもの）を付けて医法研事務局へメール送信又は郵送願います。

会員(会社)としての入会手続き

会社として、入会をご検討されている方は、ぜひ、当会事務局へご連絡ください。当会の活動や入会手続きについて、ご説明させていただ

きます。月例会について、見学いただくことも可能です。月例会をオンラインで開催する場合、入会前にオブザーバーとして無料参加が可

能です。さらに研究部会にも入会前にオブザーバーとして無料参加が可能です。

医法研において、毎月開催している役員会で資格審査を行い、事務局から結果をご連絡いたします。

入会時に発生する費用例１

【4月入会、会員登録1名の場合】

入会金　200,000円

登録会員年会費1名登録　30,000円（1名当たり30,000円）

登録会員の年会費は1名につき30,000円で、期間は4月より翌年の3月末までとなります。

毎年2月に当会事務局から、会員各社にご連絡し、会員(会社)において、自社の従業員の次年度(4月～翌年3月)の登録会員としての登録と所

属する研究部会の登録を確認いただいています。

会員(会社)の従業員について、期中いつにても、追加登録いただくことができます。期中に追加登録した場合の期間は登録月より翌年の3月

末までとなり、年会費は登録月に関係なく1名につき30,000円となります。

登録会員が期中で退会される場合、既に納入されている年会費は返還いたしません。

会員(会社)におかれては、登録した登録会員の中から1名の方を、代表登録会員として指定し、ご連絡いただきます。

合計　　680,000円

※親会社が会員で、その全額出資の子会社が入会する場合は入会金が免除されます。

年会費　187,000円（表参照）

合計　　417,000円

※親会社が会員で、その全額出資の子会社が入会する場合は入会金が免除されます。

会員(会社)としての入会手続き

会員(会社)におかれては、自社の従業員を登録会員として、登録いただけます。登録いただくことにより、当会の様々な活動にご参加いた

だくことができます。現在、会員各社におかれては、法務部門から数名登録されるほか、コンプライアンス、知的財産、薬事規制、臨床開

発など様々な部門から、多数の従業員の方を登録いただいています。

入会時に発生する費用例２

【11月入会、会員登録1名の場合】

入会金　200,000円

登録会員年会費1名登録　30,000円（1名当たり30,000円）



なお、万一、期中で退会される場合は、2回払いの場合の未納の分を退会時に納めなければなりません。ご注意ください。

会費の分納

年会費（会社の年会費と登録会員の年会費）は、1回払いでお納めいただくのが原則ですが、基本年会費（会社）及び登録会員年会費は２

回に分納することができます。分納を希望される場合は、上述の毎年2月に行う登録会員登録等のご確認の際に、分納とすることを届け出

ください。


